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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　包装袋本体に注出口が接合されている注出口付き包装袋であって、
　前記包装袋本体は、少なくとも２枚以上のフィルムの外周辺にヒートシール部を形成し
て袋体とすると共に、このヒートシール部の所定位置のシール面間に、前記注出口の一部
である注出口取付部の接合面が熱接合されており、
　前記注出口取付部は、全体として断面形状が凸レンズ状の柱体をなしており、この柱体
の両側面が、両端に板状リブが設けられた前記接合面であり、
　前記柱体の両側端下方の両隅部が前記板状リブを含めて面取りされており、
　前記両隅部の面取り形状は、上方に向けて視たときに略二等辺三角形状となっている注
出口付き包装袋。
【請求項２】
　前記柱体の側面側からみた正面視において、前記両隅部が直線的なテーパーとなるよう
に面取りされている請求項１記載の注出口付き包装袋。
【請求項３】
　前記柱体の側面側からみた正面視において、前記テーパーの長さが５ｍｍ以上１０ｍｍ
以下である請求項２記載の注出口付き包装袋。
【請求項４】
　外装容器の内袋として使用され、前記注出口は、前記外装容器の開口部に係止して前記
包装袋本体を支持可能に構成されている請求項１から３いずれかに記載の注出口付き包装
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袋。
【請求項５】
　液体を収容するために用いられ、体積収容量が１Ｌ以上３０Ｌ以下である請求項１から
４いずれか記載の注出口付き包装袋。
【請求項６】
　前記包装袋本体における、前記注出口側の辺から対向する辺までの包装袋本体の高さＨ
に対する、Ｈに直交する方向の包装袋本体の幅Ｗの比である、Ｈ／Ｗが０．９以上１．５
以下である請求項１から５いずれか記載の注出口付き包装袋。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、外装容器内に収容して使用される注出口付き包装袋に関するものであり、さ
らに詳しくは、工業薬品分野、医薬品や化粧品原料分野等で流動性内容物の保管や輸送に
供せられる外装容器内に収容して使用される注出口付き包装袋に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、工業薬品分野、医薬品や化粧品原料分野等で、保管や輸送にアルミニウム、スチ
ール、ステンレス、ファイバーボード等で作られた外装容器の内部に流動性内容物を収容
する注出口付き包装袋を収容した、いわゆる二重容器が使用されている。
【０００３】
　このような容器は、使用済みの包装袋を外装容器から取り出し、新たな包装袋を外装容
器内にセットするだけで再使用することができるために、例えば、包装袋を使用せずに直
にスチール等の外装容器に流動性内容物を充填する場合に比べて、洗浄する手間等が省け
るなどの利点があり、工業薬品、医薬品や化粧品原料の容器として広く使用されている（
例えば、特許文献１参照）。
【０００４】
　特許文献１に開示された注出口付き包装袋は、外装容器の内袋として使用されるもので
あり、包装袋本体に合成樹脂製の注出口が接合されており、包装袋本体は外装容器内に収
納可能であると共に、注出口の係合部は、外装容器の開口部に着脱可能に係合する。包装
袋本体は、２枚以上のフィルムの外周辺にヒートシール部を形成して袋体とすると共に、
このヒートシール部の上部のシール面間に、注出口の取付部が熱融着などで接合されてい
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００８－７１５４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１の包装袋本体に熱融着される注出口６は、図８（ａ）、（ｂ）に示すように
、下部の注出口取付部６０と、上部の注出口係合部６１とからなる一体成型品であり、注
出口取付部６０は、断面形状が凸レンズ状で中央部に貫通穴６０１を有する柱体であって
、両先端部に板状リブ６０２を備える。更に、図８（ａ）に示すように、板状リブ６０２
の両下方の角部Ｙには、注出口取付部６０の高さ方向の幅より狭くなるように段部Ｔ２が
設けられている。この段部Ｔ２により、注出口４の熱融着後に角部ＹにＰＥ（ポリエチレ
ン）等の樹脂溜りが出ても、角部Ｙが鋭利な角にならない様に考慮されており、輸送中に
生じる繰り返しの振動などによる、角部Ｙでのフィルムのエッジ切れを防止できる。
【０００７】
　しかしながら、このような段部Ｔ２を設けた場合においても、包装袋に充填されたレジ
スト液等の流動性内容物の重量が掛かる場合には、保管や輸送によってピンホールやエッ
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ジ切れによる破袋が所定の割合で発生し、破袋防止効果が不充分であった。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、注出口取付部における角部の形状を更に工夫することにより、液充填状
態における落下衝撃や強い振動に対しても、袋の破袋を大幅に低下できることを見出して
、本発明を完成するに至った。
【０００９】
　すなわち、本発明は、包装袋本体に注出口が接合されている注出口付き包装袋であって
、前記包装袋本体は、少なくとも２枚以上のフィルムの外周辺にヒートシール部を形成し
て袋体とすると共に、このヒートシール部の所定位置のシール面間に、前記注出口の一部
である注出口取付部の接合面が熱接合されており、前記注出口取付部は、全体として断面
形状が凸レンズ状の柱体をなしており、この柱体の両側面が前記接合面であり、前記柱体
の両側端下方の両隅部が面取りされている注出口付き包装袋である。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の注出口付き包装袋は、液充填状態における落下衝撃や強い振動に対して、袋の
破袋を大幅に低下できる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の注出口付き包装袋の一実施形態を示す平面図である。
【図２】本発明に用いる注出口の一実施形態を示す斜視図である。
【図３】本発明に用いる注出口の一実施形態を示す正面図である。
【図４】本発明に用いる注出口の一実施形態を示す側面図である。
【図５】本発明に用いる注出口の一実施形態を示す平面図である。
【図６】本発明に用いる注出口の一実施形態を示す底面図である。
【図７】注出口付き包装袋の外装容器への収容状態を示す図であり、（ａ）は注出口付き
包装袋を外装容器に挿入する状態を示す部分斜視図、（ｂ）は外装容器に注出口付き包装
袋が収容された後の状態を示す部分斜視図である。
【図８】従来技術における注出口を示す図であって、（ａ）は注出口のＣ－Ｃ縦断面図、
（ｂ）は注出口の注出口取付部側から見た底面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　＜全体構成＞
　図１は本発明に係る注出口付き包装袋の一実施形態を示す平面図であり、図２から図６
は、それぞれ注出口の斜視図、正面図（背面図も同形状）、側面図（左右側面図が同形状
）、平面図、底面図である。
【００１３】
　本発明に係る注出口付き包装袋１は、外層フィルム２０と内層フィルム２１とを少なく
とも重ね合わせた多重フィルム２を、内層フィルム２１同士が対向するように再度重ねあ
わせて合計４枚とし、その四辺をヒートシールしてヒートシール部１０を形成した包装袋
本体３と、この包装袋本体３の一辺のヒートシール部１０（図１中の上辺）の前記内層フ
ィルム２１間に予め熱融着された注出口４とを備えている。これにより、通常のヒートシ
ール部１０においては、外層フィルム２０／内層フィルム２１／内層フィルム２１／外層
フィルム２０の構成となっており、注出口４が熱融着された部分においては、外層フィル
ム２０／内層フィルム２１／注出口４／内層フィルム２１／外層フィルム２０の構成とな
っている。
【００１４】
　尚、本実施形態では、包装袋本体３は多重フィルム２を内層フィルム２１同士が対向す
るようにして積層し、四辺をヒートシールしてヒートシール部１０を形成しているが、こ
れに限定されるものではなく、例えば、多重フィルム２を内層フィルム２１同士が対向す
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るようにして折り曲げた後、重なり合った外周辺の三辺をヒートシールして形成してもよ
い。また、ヒートシール部１０の内縁角部はその内縁が弧状に形成してもよい。これによ
って、角部に流動性内容物が残存し難い構造となる。また、必ずしも多重フィルムでなく
てもよく、包装袋本体のフィルム構成は内容物や量に応じて適宜選定できる。
【００１５】
　＜包装袋本体＞
　次に、包装袋本体３を構成する多重フィルム２について説明する。この実施形態におい
ては、多重フィルム２は外層フィルム２０と内層フィルム２１とで少なくとも構成される
がこれに限らず、単層であってもよい。
【００１６】
　外層フィルム２０は、単層構成、多層構成のいずれであってもよいが、機械的強靭性、
耐屈曲性、耐突き刺し性、耐衝撃性、耐寒性、耐熱性、耐薬品性等において優れた性能と
、内層フィルム２１に対するヒートシール性とが求められるため、材質の選定やコスト面
等から多層構成とするのが好ましい。一例として、基材層／熱接着性樹脂層（ヒートシー
ル層）の複層構成が挙げられ、基材層としては、ポリエステル系、ポリアミド系、ポリプ
ロピレン系、ポリエチレン系、ポリアセタール系等の樹脂からなるフィルムを用いること
ができ、一軸方向ないし特に二軸方向に延伸した延伸フィルムが適当であるが、本発明の
注出口付き包装袋１は、外装容器内に収容されて保管、輸送され、特に、輸送においては
流動性内容物が袋内で激しく揺動するために、この揺動によって発生するピンホールやク
ラックを防止する必要があり、二軸延伸ポリアミドフィルムであるのが好ましい。フィル
ムの厚さとしては基材としての強度、剛性などについて必要最低限に保持され得る厚さで
あればよく、コストなどを勘案して決めればよい。
【００１７】
　また、外層フィルム２０を構成する熱接着性樹脂層としては、例えば、低密度ポリエチ
レン、中密度ポリエチレン、高密度ポリエチレン、直鎖状（線状）低密度ポリエチレン、
ポリプロピレン、エチレン－αオレフィン共重合体、エチレン－プロピレン共重合体、エ
チレン－酢酸ビニル共重合体、アイオノマー樹脂、エチレン－アクリル酸共重合体、エチ
レン－アクリル酸メチル共重合体、エチレン－メタクリル酸共重合体等の樹脂の一種ない
しそれ以上からなる樹脂を挙げることができ、流動性内容物の種類により適宜選択して用
いることができるが、一般的には、低温シール性に優れることからポリエチレンが好まし
く、さらには分子量分布が狭く、ヒートシール強度において優れると共に流動性内容物へ
の影響が少ないメタロセン触媒を用いて重合された直鎖状（線状）低密度ポリエチレンが
好ましい。
【００１８】
　内層フィルムは単層構成であってもよいし、また、ピンホールやクラックを外層フィル
ム２０と協働して防止する意味から、あるいは、多重フィルム２からなる注出口付き包装
袋１自体の抗張力強度やヒートシール強度等の強度を向上させる意味から多層構成として
もよい。
【００１９】
　単層構成の場合、外層フィルム２０の熱接着性樹脂層と熱接着可能な樹脂である必要が
あり、熱接着性樹脂層に用いる樹脂の種類により、適宜選択して用いればよいものである
が、外層フィルム２０の熱接着性樹脂層で説明した理由により、ポリエチレン、さらには
、メタロセン触媒を用いて重合された直鎖状（線状）低密度ポリエチレンが好ましい。
【００２０】
　多層構成の例としては、ポリエチレン／ポリアミド／ポリエチレンのような構成が挙げ
られ、実施例のようなＬＬＤＰＥ層／接着層／ポリアミド層／接着層／ＬＬＤＰＥ層から
なる５層共押出しフィルムを好適に用いることができる。
【００２１】
　上記のように、注出口４は、通常は高温時でも剛性があり、低温時において脆化し難い
高密度ポリエチレンが好適であり、そういう意味からしても内層フィルム２１の内面を構
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成する熱接着性樹脂層としてはポリエチレン、さらにはメタロセン触媒を用いて重合され
た直鎖状（線状）低密度ポリエチレンが好ましい。
【００２２】
　なお、本発明における包装袋本体を構成するフィルムは、最内面同士がヒートシール可
能な構成であれば、必ずしも多重フィルムである必要はなく、例えば１対の外層フィルム
２０のみを用いた通常の構成であってもよい。
【００２３】
　＜注出口＞
　次に、図１から図６を参照しながら、注出口４について説明する。注出口４は、下部の
注出口取付部４０と、該注出口取付部４０の一方に連接する上部の注出口係合部４１とが
一体成型されており、図１に示すように、注出口取付部４０で多重フィルム２の内層フィ
ルム２１間に熱融着により熱接合されている。
【００２４】
　注出口係合部４１は、図２から図４に示すように、断面形状が略Ｕ字形状の筒状部４１
１と、その上端周縁にフランジ部４１２を備えている。筒状部４１１の底部には、開口４
１３が複数個、この実施形態では４個の開口４１３が形成されている。これによって、注
出口付き包装袋１と外装容器内との間に通気を確保することができる。すなわち、使用時
に流体を汲み出す際には、この開口４１３を通じて注出口付き包装袋１と外装容器内との
間に気体を封入することで、包装袋本体３の外部から圧力をかけて内部の流体の汲み出し
をスムースに行うことができる。
【００２５】
　フランジ部４１２は、注出口４の注出口係合部４１を収容する外装容器に形成された注
出口係合部４１の高さ方向の寸法より短い略円筒の突出した開口部の上周端に当接、係止
することにより注出口付き包装袋１が外装容器内で支持される構造となっている（図７参
照）。
【００２６】
　注出口４の注出口取付部４０は、図２、図６に示すように、断面形状が凸レンズ状で中
央部に貫通穴４０１を有する柱体であって、図２、図３、６両先端部に板状リブ４０２を
備える。この注出口取付部４０は、全体として断面形状が凸レンズ状の柱体をなしており
、この柱体の両側面が熱融着による接合面となっている。通常、注出口４を注出口取付部
４０で多重フィルム２の内層フィルム２１間に熱融着する際に、内層フィルム２１間と注
出口取付部４０の端部で囲まれる２つの領域に隙間ができて密封不良となり易い。これを
防止するために両端に板状リブ４０２を設け、熱融着時にこの板状リブ４０２を溶融する
ことにより隙間ができないように構成している。
【００２７】
　このような注出口４は、好ましくは射出成形法にて製造される。これに用いる樹脂とし
ては射出成形可能な樹脂であれば特に限定するものではないが、多重フィルム２の内層フ
ィルム２１の内面を構成する樹脂と熱接着により接合されて注出口付き包装袋１となるた
めに、内層フィルム２１の内面を構成する樹脂により適宜選択する必要があるが、通常は
高温時でも剛性があり、低温時において脆化し難い高密度ポリエチレンが好適である。
【００２８】
　図１に戻り、注出口取付部４０を含むヒートシール部１０においては、注出口取付部４
０のシール部Ａ１のシール幅に比べて、シール部Ａ１以外の左右のシール部Ａ２のシール
幅が全体的に広くなるように、テーパー（又は段差でもよい）Ｔ１が形成されている。こ
のテーパーＴ１により、図１の矢印方向にかかる袋の内圧を、シール部Ａ２のシール側辺
Ａ２１で受け止めることができる。これにより、注出口取付部４０にかかる圧、特にシー
ル側辺Ａ１１の両端部Ｘ付近にかかる圧を軽減し、輸送中に生じる繰り返しの振動などに
よる、エッジ切れ等を防止することができる。
【００２９】
＜面取り部＞
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　そして、本発明においては、図３に示すように、柱体の両側端下方である、板状リブ４
０２の両下方の両隅にある２箇所の角部Ｚには、面取り部Ｒが設けられている。この面取
り部Ｒにより、落下衝撃や輸送中に生じる繰り返しの振動などによる、角部Ｚのエッジ切
れを従来より格段に向上することができる。
【００３０】
　この面取り部Ｒは、図３の正面図に示すように、前記柱体の側面側からみた正面視にお
いて、両隅部が直線的なテーパーとなるように面取りされていることが好ましく、前記柱
体の側面側からみた正面視において、このテーパーの長さであるＲ１が５ｍｍ以上１０ｍ
ｍ以下であることが好ましい。テーパー角度は４５度±２０度が好ましく、４５度±１０
度がより好ましい。
【００３１】
　また、この面取り部Ｒは、図４の側面図や図６の底面図に示すように、略二等辺三角形
の平面をなしている。この略二等辺三角形の高さが上記のテーパーの長さＲ１に相当する
。面取り部Ｒをこのような略二等辺三角形の平面とすることで、上記のように熱落下衝撃
や輸送中に生じる繰り返しの振動などによる、角部Ｚのエッジ切れを従来より格段に向上
することができるとともに、注出口取付部４０の射出成型の精度も出しやすいので生産性
にも優れるものになっている。
【００３２】
　なお、面取り部Ｒは成形後に形成して面取りしてもよいが、上記のようにあらかじめ面
取り部Ｒを有する金型を用いることで射出成型でき、面取り工程は不要となる。
【００３３】
　＜使用方法＞
　本発明の注出口付き包装袋１は、図７（ａ）に示すように、金属製などの外装容器５の
開口部５１から外装容器５の内部に挿入され、図７（ｂ）に示すように、注出口４が外装
容器５の開口部５１に装着される。この際、外装容器５の開口部５１は、注出口係合部４
１の高さ方向の寸法より短い略円筒の突出した形状になっていて、図２のフランジ部４１
２が、開口部５１の上周端に当接することにより、注出口付き包装袋１が外装容器内で支
持される。なお、外装容器５としては、例えば金属製、合成樹脂製、段ボール等の紙製の
剛性容器が例示できるが、特にこれらに限定されるものではない。
【００３４】
　その後、この状態で、所定の方法で内容物である流体を注出口４から導入し、その後、
最終的には、例えば開口部５１を密封すると共に、注出口４も封止、固定可能な蓋材（図
示せず）で覆うことにより、外装容器５は流通、移送が可能な状態となる。
【００３５】
　そして、流体の使用時、すなわち流体を汲み出す際には、注出口４から汲み出すことが
できる。
【００３６】
　このように、本発明の注出口付き包装袋は、外装容器に収容されて、工業薬品分野、医
薬品や化粧品原料分野等で流動性内容物の保管や輸送に供せられる。なかでも、レジスト
メーカーと半導体などのデバイスメーカーとの間を繰り返し移送されるレジスト収容容器
は、高い強度と衛生性が要求されるものである。この点、本発明の注出口付き包装袋は、
外装容器への着脱も容易であるから、作業性、衛生性にも優れるものである。
【００３７】
　外装容器と内層容器を適宜選択することにより、種々の容量のバリエーションに適宜対
応でき、体積容量１Ｌから２５０Ｌ程度まで種々の容量への対応が必要であるが、本発明
は、なかでも特に体積収容量１Ｌ以上３０Ｌ以下であることが好ましく、１０Ｌ以上２５
Ｌ以下であることがより好ましい。１Ｌから３０Ｌというのは、外装容器を含めても人間
が持ち運べる程度の容量である。このことは逆に外装容器のハンドリングが自在であり、
トラックからの上げ下ろし、現場での移動などが人手で可能であることを意味し、その分
、容器が激しく扱われて振動や落下の頻度が高く、包装袋が破れやすいという問題がある
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。本発明の注出口付き包装袋は、このように最も激しい振動や落下があった場合にも破袋
率を大幅に低下することができる。
【００３８】
　また、破袋の起こり易さは、包装体本体における、注出口側の辺から対向する辺までの
包装体本体の高さＨに対する、Ｈに直交する方向の包装体本体の幅Ｗの比である、Ｈ／Ｗ
によっても異なる。本発明においては、この比が０．９以上１．５以下であることが好ま
しく、より好ましくは１．０以上１．４以下、特に好ましくは１．１以上１．３以下であ
る。比が１．５を超える縦長形状においては注出口付近に力がかかりやすく、たとえ本発
明の面取り部Ｒを用いても破袋を完全に防止できず、フィルムの強度アップなどの他の手
段を併用する必要がある。比が０．９未満では扁平になり過ぎて運搬効率が低下する。
【実施例】
【００３９】
　次に、本発明について、以下に実施例を挙げてさらに詳しく説明するが、本発明はこれ
らの実施例に限定されるものではない。
【００４０】
　下記する実施例、比較例に用いる包装袋の構成としては、外層フィルムとして、ＯＮ（
二軸延伸ポリアミド）フィルム２５μｍ／ウレタン系接着剤３μｍ／ＬＬＤＰＥフィルム
４０μｍからなる２層積層体を用い、内層フィルムとして、ＬＬＤＰＥ層２５μｍ／接着
層１０μｍ／ナイロン層１５μｍ／接着層１０μｍ／ＬＬＤＰＥ層２０μｍからなる５層
共押出しフィルムを用いた。
【００４１】
［実施例］
　内層フィルムの２５μｍ厚さのＬＬＤＰＥ層が内容物側となるようにして、高密度ポリ
エチレン製注出口を一方の短辺にヒートシールすることにより取り付けた２重フィルムか
らなる包装袋本体の幅（Ｗ）４８０ｍｍ×高さ（Ｈ）５７０ｍｍ（Ｈ／Ｗ＝１．２）
の四方シールタイプの注出口付き包装袋を作製した。尚、高密度ポリエチレン製注出口の
注出口係合部のフランジ部外周直径は５３．９ｍｍ、フランジ部の厚さは２．５ｍｍ、注
出口係合部のフランジ部直下の外周直径は５０．８ｍｍ、注出口係合部の高さは３２ｍｍ
である。
【００４２】
　注出口取付部４０の高さは１５ｍｍであり、角度４５度のＣ（ｃｈａｍｆｅｒ）面取り
表示でＣ５．５ｍｍ、すなわち図３における隅部を両辺５．５ｍｍ、Ｒ１が７．７ｍｍと
なるように面取り形状の金型を作成し、射出成型で一体成型した。
【００４３】
［比較例］
　図８に示すように、注出口取付部６０の隅部に段部Ｔ２を形成した注出口を用いた以外
は、実施例と同様の注出口付き包装袋を作製した。
【００４４】
［試験例］
【００４５】
　上記で作製した実施例、比較例の注出口付き包装袋を直径が３０１．６ｍｍ、高さが４
００ｍｍの略円筒形状の底面を有すると共に天面の中央部に内径が５０．８ｍｍ、突出長
さが１５．０ｍｍの筒状開口部を有するステンレス製容器の筒状開口部から挿入して、筒
状開口部の上周面にフランジ部を当接させた状態にセットし、その後に注出口から水を２
０Ｌ注入し、筒状開口部を適宜に封止手段で封止して落下試験に供するサンプルを作製し
た。
【００４６】
　上記で作製した容器を、人手で左右交互に横に転倒させて、図１における注出口取付部
４０の特にシール側辺Ａ１１の両端部Ｘ付近の破れによる破袋箇所を目視にて確認した。
その結果、ｎ＝１０の平均で、比較例１では転倒５回目で破れが発生したのに対し、実施
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例１では３０回まで破れが発生しなかった。また、１．２ｍからの落下テストを行ったと
ころ、比較例では破れが発生したのに対し、実施例１では３０回まで破れが発生しなかっ
た。
【００４７】
［参考例］
　包装袋本体の幅（Ｗ）３８５ｍｍ×高さ（Ｈ）７２５ｍｍ（Ｈ／Ｗ＝１．９）とした以
外は実施例１と同様にして注出口付き包装袋を作製し、これを、直径が２２７．６ｍｍ、
高さが５００ｍｍの略円筒形状の底面を有すると共に天面の中央部に内径が５０．８ｍｍ
、突出長さが１５．０ｍｍの筒状開口部を有するステンレス製容器の筒状開口部から挿入
して、筒状開口部の上周面にフランジ部を当接させた状態にセットし、その後に注出口か
ら水を１８Ｌ注入し、筒状開口部を適宜に封止手段で封止して落下試験に供するサンプル
を作製した。
【００４８】
［参考試験例］
【００４９】
　上記参考例の容器を、試験例と同様の試験を行った結果、２０回で破れが発生した。こ
の結果から、袋のＨ／Ｗが破れに影響することが解かる。
【符号の説明】
【００５０】
１　　注出口付き包装袋
２　　多重フィルム
３　　包装袋本体
４　　注出口
１０　　ヒートシール部
２０　　外層フィルム
２１　　内層フィルム
４０　　注出口取付部
４１　　注出口係合部
４０１　　貫通穴
４０２　　板状リブ
４１１　　筒状部
４１２　　フランジ部
Ｒ　　面取り部
Ｚ　　隅部
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